
介護保険最新情報 Vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.１)(平成 30 年

3月 23日)」（一部抜粋） 

○ 特定事業所集中減算について 

 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

 

介護保険最新情報 Vol.471「平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.２)(平成 27 年

4月 30日)」（一部抜粋） 

○ 特定事業所集中減算について 

 

（答） 

居宅サービス計画に位置づけるサービスについては、個々の利用者の状況等に応じて個別

具体的に判断されるものであることから、②で取り扱うこととする。 

 

問 135 平成 28 年５月 30 日事務連絡「居宅介護支援における特定事業所集中減算（通所介

護・地域密着型通所介護）の取扱いについて」（介護保険最新情報 Vol.553）において、特

定事業所集中減算における通所介護及び地域密着型通所介護の紹介率の計算方法が示され

ているが、平成 30 年度以降もこの取扱いは同様か。 

問２８ 留意事項通知の第三の 10 の（４）の⑤の（例）について、意見・助言を受けてい

る事例が１件でもあれば正当な理由として集中減算の適用除外となるか。（下記事例の場合

に①・②のどちらになるか） 

（例）居宅サービス計画数：１０２件 

A 訪問介護事業所への位置付け：８２件（意見・助言を受けている事例が１件あり） 

①助言を受けているため正当な理由ありとして A 事業所に関する減算不要。 

８２÷１０２×１００≒８０．３％ …正当な理由として減算なし 

②助言を受けている１件分について除外。 

８１÷１０１×１００≒８０．１％ …減算あり 



 

（答） 

各サービスの利用状況を適切に把握することが必要であることから、従前のとおり取扱う

こととする。 

 

 

（答） 

名称の如何にかかわらず地域包括支援センターが実施する事例検討会等を想定している。 

問２９ 居宅介護支援事業者が作成し、都道府県知事に提出する書類について、判定期間に

おける居宅サービス計画の総数等を記載するように定められているが、サービスの限定が

外れることに伴い、事業所の事務量の負担が増大することを踏まえ、訪問介護サービス等

のそれぞれの紹介率最高法人の名称、住所、事業所名及び代表者名等について、80％を超

えたサービスのみ記載する等、都道府県の判断で適宜省略させても差し支えないか。 

問３０ 正当な理由の例示のうち、「サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案し

た場合などにより特定の事業者に集中していると認められる場合」の例示について、「地域

ケア会議等」とあるが、「等」には具体的に何を含むのか。 


